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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 17,442 ― △672 ― △671 ― △494 ―
20年3月期第2四半期 17,382 △3.6 △483 ― △494 ― △507 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 △8.30 ―
20年3月期第2四半期 △8.52 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 37,570 21,075 56.1 354.61
20年3月期 40,428 22,238 55.0 374.08

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  21,075百万円 20年3月期  22,238百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 10.00 10.00
21年3月期 ― ― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 10.00 10.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 44,000 1.8 2,180 1.5 2,190 2.2 1,130 3.5 19.01

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他の特記事項 
当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績については、今後の様々な要因により予想数値と異なる場
合があります。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  59,762,055株 20年3月期  59,762,055株
② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  331,116株 20年3月期  315,047株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  59,441,368株 20年3月期第2四半期  59,463,091株
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【定性的情報・財務諸表等】 
 

１. 連結経営成績に関する定性的情報 

当第 2 四半期におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題を発端とする金融不安、

経済の減速や原材料価格の一段の高騰による影響等から個人消費が低迷し、更には輸出の減少

もあり景気の後退が明確な状況になってまいりました。 
このような環境の中で、中村屋グループは、当期を初年度とする進むべき方向と達成すべき

目標を明確にした中期経営計画「イノベーションプラン N21」を策定し、経営方針である「お

客様満足の追求」、「品質第一主義の徹底」、「自主自立の確立」に基づき、企業価値向上への諸

施策の具現化に努めてまいりました。 
 
以上のような経過の中で、当第２四半期の連結売上高は、個人消費が冷え込む影響もありま

したが、新製品開発や商品改良などによる夏のギフトが好調に推移したことやレストランの新

規出店効果もあり、17,442 百万円 前年同期に対し 60 百万円、0.3％の増収となりました。 
 収益面におきましては、原材料価格の高騰や退職給付費用の負担増加などがあり、ローコス

ト施策を積極的に推進いたしましたが、営業損失は 672 百万円となり、前年同期に対し 189 百

万円の減益となりました。経常利益は、有利子負債の削減を積極的に行ったものの、671 百万

円の損失となり、前年同期に対し 177 百万円の減益となりました。  
 なお、四半期純損失は、税効果会計の結果 494 百万円となり、前年同期に対し 13 百万円の増

益となりました。  
 

２. 連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期末における資産総額は、現金及び預金の減少 2,063 百万円や受取手形及び売掛

金の減少 768 百万円等により、前連結会計年度末に比べ 2,858 百万円減少し 37,570 百万円とな

りました。  
 負債総額は、借入金の増加 1,276 百万円等があったものの、社債の減少 2,000 百万円や未払

法人税等の減少 723 百万円等により、前連結会計年度末に比べ 1,695 百万円減少し、16,495 百

万円となりました。  
 純資産の部は、配当金等の支払等による利益余剰金の減少 1,088 百万円等により、前連結会

計年度末に比べ、1,164 百万円減少し 21,075 百万円となりました。 
 

（キャッシュ・フローについて） 
当第２四半期末における営業活動によるキャッシュ・フローは、1,280 百万円の支出となりま

した。これは主に、売上債権の減少による収入増 768 百万円等があったものの、たな卸資産の

増加による支出 603 百万円や法人税等の支払額 748 百万円等によるものであります。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、538 百万円の収入となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出 528 百万円等があったものの、有価証券の取得と売却による収入増

700 百万円やその他の投資等の取得と売却による収入増 450 百万円等によるものであります。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、1,325 百万円の支出となりました。これは主に、借入

金による収入と返済による収入増 1,276 百万円があったものの、社債の償還による支出 2,000
百万円と配当金の支払額 590 百万円等によるものです。 

これらの結果、現金及び現金同等物の当第２四半期末における残高は 1,317 百万円となり、

前連結会計年度末に比べ 2,066 百万円の減少となりました。  
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３. 連結業績予想に関する定性的情報 

通期の業績予想につきましては、平成 20 年 5 月 20 日に公表いたしました業績予想に変更は

ありません。 
 

 

４. その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 
 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

重要な事項はありません。 
 

(3)  四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 
①  当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号）及び「四

半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 14 号）を適用して

おります。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しておりま

す。 
②  棚卸資産の評価に関する会計基準の適用  

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 18 年 7 月 5 日 企業会

計基準第９号）を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から

原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）に変更しております。 
この結果、従来の方法によった場合に比べて、損益に与える影響は軽微であります。 

③  リース取引に関する会計基準等の適用  
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第 13 号（平成 5 年 6 月 17 日（企業会計審議会第一部会）、平成 19 年 3 月 30
日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号

（平成 6 年 1 月 18 日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成 19 年 3 月 30 日改正））

を平成 20 年４月１日以後に開始する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用することに

伴い、重要性の乏しいリース取引を除き通常の売買取引に係る会計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 
なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース資産が有形固定資産に 38 百万円計

上されており、また、損益に与える影響は軽微であります。 
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５.【四半期連結財務諸表】

　(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 1,347 3,410

　　受取手形及び売掛金 3,286 4,054

　　有価証券 300 1,000

　　商品 379 347

　　製品 763 722

　　半製品 17 11

　　原材料 968 450

　　仕掛品 70 56

　　その他 1,319 1,537

　　貸倒引当金 △ 0 △ 1

　　流動資産合計 8,448 11,587

　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物及び構築物 7,071 7,137

　　　土地 13,748 13,748

　　　その他 2,299 1,856

　　　有形固定資産合計 23,117 22,741

　　無形固定資産 860 896

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 3,938 4,056

　　　その他 1,509 1,454

　　　貸倒引当金 △ 302 △ 306

　　　投資その他の資産合計 5,145 5,204

　　固定資産合計 29,122 28,841

　資産合計 37,570 40,428
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

　流動負債

　　支払手形及び買掛金 1,394 1,529

　　短期借入金 4,048 2,748

　　社債（１年以内償還） － 2,000

　　未払法人税等 108 832

　　賞与引当金 710 749

　　その他 1,740 1,731

　　流動負債合計 7,999 9,589

　固定負債

　　長期借入金 218 242

　　退職給付引当金 7,111 7,050

　　その他 1,167 1,309

　　固定負債合計 8,496 8,601

　負債合計 16,495 18,190

純資産の部

　株主資本

　　資本金 7,469 7,469

　　資本剰余金 7,578 7,577

　　利益剰余金 5,855 6,943

　　自己株式 △ 130 △ 122

　　株主資本合計 20,772 21,868

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 302 370

　　評価・換算差額等合計 302 370

　純資産合計 21,075 22,238

負債純資産合計 37,570 40,428
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　(2) 【四半期連結損益計算書】

　　　　【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

売上高 17,442

売上原価 10,328

売上総利益 7,114

販売費及び一般管理費 7,786

営業損失（△） △ 672

営業外収益

　受取利息 9

　受取配当金 25

　その他 23

　営業外収益合計 57

営業外費用

　支払利息 26

　その他 30

　営業外費用合計 56

経常損失（△） △ 671

特別利益

　固定資産売却益 1

　投資有価証券売却益 17

　その他 6

　特別利益合計 23

特別損失

　固定資産売却損 1

　固定資産除却損 1

　その他 2

　特別損失合計 5

税金等調整前四半期純損失（△） △ 653

法人税、住民税及び事業税 33

法人税等調整額 △ 192

法人税等合計 △ 159

四半期純損失（△） △ 494
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　(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前四半期純損失（△） △ 653

　減価償却費 542

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 4

　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 39

　退職給付引当金の増減額（△は減少） 61

　受取利息及び受取配当金 △ 34

　支払利息 26

　有形固定資産売却損益（△は益） 1

　投資有価証券売却損益（△は益） △ 17

　売上債権の増減額（△は増加） 768

　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 603

　仕入債務の増減額（△は減少） △ 136

　未払消費税の増減額（△は減少） △ 133

　その他 △ 322

　小計 △ 542

　利息及び配当金の受取額 52

　利息の支払額 △ 42

　法人税等の支払額 △ 748

　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 1,280

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有価証券の取得による支出 △ 1,700

　有価証券の売却による収入 2,400

　有形固定資産の取得による支出 △ 528

　有形固定資産の売却による収入 1

　無形固定資産の取得による支出 △ 83

　その他 447

　投資活動によるキャッシュ・フロー 538

財務活動によるキャッシュ・フロー

　短期借入れによる収入 2,500

　短期借入金の返済による支出 △ 1,200

　長期借入金の返済による支出 △ 24

　社債の償還による支出 △ 2,000

　自己株式の取得・売却による純支出 △ 8

　配当金の支払額 △ 590

　その他 △ 3

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,325

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 2,066

現金及び現金同等物の期首残高 3,383

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,317
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(4) 継続企業の前提に関する注記

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月1日  至 平成20年９月30日）

　　該当事項はありません。

(5) セグメント情報 

【事業の種類別セグメント情報】

 当第２四半期連結累計期間（自 平成20年4月1日  至 平成20年9月30日） （単位 百万円）

セグメント　 不 動 産 その他 消　　去

　科　　目 賃貸事業 の事業 又は全社

Ⅰ.売　　上　　高

1. 外部顧客に対する売上高 9,930 3,915 2,884 433 280 17,442 － 17,442

2.
セグメント間の内部売上高
ま た は 振 替 高

－ 74 － 89 － 164 △164 － 

計 9,930 3,989 2,884 522 280 17,606 △164 17,442

営業利益又は営業損失(△) △140 173 △15 373 △4 387 △1,059 △672

(注) 　事業区分の方法および各区分に属する主要な商品・事業内容の名称

　当社グループは、親会社(提出会社)を中心に連結子会社を含め、菓子、食品、食材の製造・販売および

飲食店の営業と不動産の賃貸を行っております。このほか連結子会社で不動産賃貸（管理運営）、スポー

ツクラブの運営および保険代理業を行っております、これらの特性を鑑み、次のとおり事業区分をしてお

ります。

事 業 区 分

中華まんじゅう、和焼菓子、米菓、ﾊﾟｯｸﾃﾞｻﾞｰﾄ類(水羊かん、プリン、ゼリー)

パン類、その他和菓子、その他洋菓子

食 品 事 業 業務用食材(カリー・パスタソース)、市販食品(レトルトカリー)

飲 食 事 業 フランス料理店、中国料理店、南欧風料理店、インドカリー料理店、ｲﾝｽﾄｱﾍﾞｰｶﾘｰ

不 動 産 賃 貸 事 業 オフィスビル賃貸（管理運営）

そ の 他  の  事  業 スポーツクラブの運営、保険代理業

【所在地別セグメント情報】 在外子会社及び在外支社がないため、記載を省略しております。

【海外売上高】 海外に対する売上はありません。

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月1日  至 平成20年９月30日）

　　該当事項はありません。

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財

務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。ま

た、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

主　要　な　商　品・事　業　内　容

菓 子 事 業

連　結菓子事業食品事業飲食事業 計
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[参考資料]

【前中間連結会計期間に係る財務諸表】

前中間連結会計期間
自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日

金  額(百万円) 百分比(％)

17,382 100.0 

10,321 59.4 

7,061 40.6 

7,544 43.4 

△ 483 △ 2.8 

52 0.3 

37 

15 

63 0.3 

38 

25 

△ 494 △ 2.8 

47 0.3 

△ 541 △ 3.1 

39 0.2 

△ 73 △ 0.4 

△ 507 △ 2.9 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

営 業 利 益

経 常 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 収 入

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息

科 　　    目

（要約）中間連結損益計算書

法 人 税 等 調 整 額

税 金 等 調 整 前
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

売 上 高

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価

雑 損 失
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　　　(単位　百万円)

前中間連結会計期間

自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期 )純利益 △  541   

減 価 償 却 費 545   

有 形 固 定 資 産 の 除 却 損 2   

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △  0   

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △  99   

役 員 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △  24   

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 24   

役 員 退 職 慰 労 未 払 金 の 増 減 額 △  7   

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △  37   

支 払 利 息 38   

売 上 債 権 の 増 減 額 784   

た な 卸 資 産 の 増 減 額 △  176   

仕 入 債 務 の 増 減 額 △  178   

未 払 消 費 税 の 増 減 額 △  108   

そ の 他 △  362   

小 計 △  139   

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 59   

利 息 の 支 払 額 △  44   

法 人 税 等 の 支 払 額 △  876   

営業活動によるキャッシュ・フロー △  1,000   

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 純 増 減 額 △  3   

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △  2   

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 628   

有形固定資産の取得による支出 △  284   

有形固定資産の売却による収入 0   

無形固定資産の取得による支出 △  41   

そ の 他 投 資 の 取 得 に よ る 支 出 △  1,550   

そ の 他 投 資 の 売 却 に よ る 収 入 2,869   

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,617   

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △  774   

自己株式の取得・売却による純支出 △  9   

配 当 金 の 支 払 額 △  591   

財務活動によるキャッシュ・フロー △  1,373   

Ⅳ現金及び現金同等物の増減額 △  756   

Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高 1,664   

Ⅵ現金及び現金同等物の期末残高 908   

（要約）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

   科            目
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セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

 前中間連結会計期間（自 平成19年4月1日  至 平成19年9月30日） （単位 百万円）

セグメント　 不 動 産 その他 消　　去

　科　　目 賃貸事業 の事業 又は全社

Ⅰ.売　　上　　高

1. 外部顧客に対する売上高 9,817 4,118 2,751 410 286 17,382 － 17,382

2.
セグメント間の内部売上高
ま た は 振 替 高

－ 68 － 88 － 156 △156 － 

計 9,817 4,186 2,751 499 286 17,539 △156 17,382

営 業 費 用 9,783 4,025 2,723 147 281 16,959 907 17,866

営 業 利 益 33 162 28 352 5 580 △1,063 △483

(注) 1.事業区分の方法および各区分に属する主要な商品・事業内容の名称

　当社グループは、親会社(提出会社)を中心に連結子会社を含め、菓子、食品、食材の製造・販売および

飲食店の営業と不動産の賃貸を行っております。このほか連結子会社で不動産賃貸（管理運営）、スポー

ツクラブの運営および保険代理業を行っております、これらの特性を鑑み、次のとおり事業区分をしてお

ります。

事 業 区 分

中華まんじゅう、和焼菓子、米菓、ﾊﾟｯｸﾃﾞｻﾞｰﾄ類(水羊かん、プリン、ゼリー)

パン類、その他和菓子、その他洋菓子

食 品 事 業 業務用食材(カリー・パスタソース)、市販食品(レトルトカリー)

飲 食 事 業 フランス料理店、中国料理店、南欧風料理店、インドカリー料理店、ｲﾝｽﾄｱﾍﾞｰｶﾘｰ

不 動 産 賃 貸 事 業 オフィスビル賃貸（管理運営）

そ の 他  の  事  業 スポーツクラブの運営、保険代理業

2.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、一般管理部門にかかわる

費用であります。

【所在地別セグメント情報】 本国以外の国又は地域に所属する連結子会社はありません。

【海外売上高】 該当事項はありません。

主　要　な　商　品・事　業　内　容

菓 子 事 業

連　結菓子事業食品事業飲食事業 計
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